
厚生労働省の非正規職員の労働条件不利益変更に関する質問主意書及び答弁書 

質問主意書 答 弁 書 

平成 28年２月 24日提出   質問第 148号 

提出者  初鹿明博 

平成 28年３月４日受領   答弁第 148号 

内閣総理大臣 安倍晋三 

本年２月 18 日付け毎日新聞朝刊によれ

ば、「労働基準監督署で解雇や賃金不払いな

どの労働問題に関する相談業務にあたって

いる『総合労働相談員』について、厚生労働

省が、賃金を変えずに一部相談員の労働時間

を１日 15～30分延長する契約更新を提案し

ていたことが分かった。労働契約法は労働条

件の変更には労使の合意が必要と定めてい

る。しかし今回は何の説明もなく通知文を送

られた相談員もおり、ルール違反ともいえる

手法に労組や職員が『ブラック企業と同じや

り方』と反発。厚労省は 17 日、提案を撤回

した。」とあります。 

労働者が不利益取り扱いを受けることが

無いように事業主を指導する立場の厚生労

働省が、率先して何の説明も無く労働者に不

利益となる労働条件の変更を行おうとした

ことは非常に不適切であると考えます。 

以下、質問します。 

一 どのような考えに基づいて、このような

不利益変更を行うことにしたのか理由を

説明して下さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一について 

御指摘の総合労働相談員の勤務時間の

見直し（以下「御指摘の見直し」という。）

は、来年度に都道府県労働局の組織を再編

するに当たり、新たに設置する部署におい

て同種の職務を行う非常勤職員の１日の

勤務時間（以下単に「勤務時間」という。）

を一律に７時間とする勤務時間の統一化

を図るために実施しようとしたものであ

る。 

なお、総合労働相談員については、単年

度ごとに任用され、当該年度ごとに勤務条



 

 

 

 

二 問題だとの指摘を受けて直ぐに撤回し

ましたが、変更するつもりだったものを撤

回して不都合がないのか伺います。 

三 仮に不都合がないならば、そのような変

更をすべきではなかったと考えられるし、

仮に不都合があるならその状態をそのま

まにするのはいかがなものかと感じます。

二の回答を踏まえて、撤回に至ったことに

ついて、政府の見解を伺います。 

件が定められることなどから、御指摘の見

直しは、御指摘の「労働者に不利益となる

労働条件の変更」であるとは考えていな

い。 

二及び三について 

お尋ねの「撤回」及び「不都合」の意味

するところが必ずしも明らかではないが、

今年度、働き方・休み方改善コンサルタン

ト、総合労働相談員、総合労働相談員（困

難事案担当）、賃金相談員又は賃金調査員

の勤務時間を６時間、６時間 30 分又は６

時間 45 分としている都道府県労働局にお

いては、来年度配置する予定の同一の職名

の非常勤職員の勤務時間についても同じ

６時間、６時間 30 分又は６時間 45 分と

することとしたところである。 

その結果、来年度は、一についてで述べ

た勤務時間の統一化を図ることができな

くなったが、引き続き任用を希望する非常

勤職員に対して勤務条件の内容に係る説

明を懇切丁寧に行うことの重要性に鑑み

ると、やむを得ないものと考えている。 

 


